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株式交換に係る事前開示書面 

（会社法第794条第1項及び会社法施行規則第193条に定める事前開示書面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2021年2月4日 

 

株式会社ヤマダホールディングス 
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2021年2月4日 

 

株式交換に係る事前開示事項 

 

群馬県高崎市栄町1番1号     

株式会社ヤマダホールディングス 

代表取締役 三嶋 恒夫     

 

当社は、2021年1月18日付で株式会社シー・アイ・シー（以下「シー・アイ・シー」とい

います。）との間で締結した株式交換契約に基づき、2021年2月25日を効力発生日（予定）と

して、当社を株式交換完全親会社、シー・アイ・シーを株式交換完全子会社とする株式交換

（以下「本件株式交換」といいます。）を行うこととしました。 

本件株式交換に関し、会社法第794条第1項及び会社法施行規則第193条に定める事項は下

記のとおりです。 

 

記 

 

1.株式交換契約の内容（会社法第794条第1項） 

2021年1月18日付で当社がシー・アイ・シーと締結した株式交換契約書は、別紙1のと

おりです。 

 

2.交換対価の相当性に関する事項（会社法施行規則第193条第1号） 

会社法第768条第1項第2号及び3号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項

は、別紙2のとおりです。 

 

3.新株予約権の定めの相当性に関する事項(会社法施行規則第193条第2号) 

該当事項はありません。 

 

4.株式交換完全子会社について次に掲げる事項（会社法施行規則第193条第3号） 

（1）最終事業年度に係る計算書類等の内容 

別紙3のとおりです。 

 

（2）最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容 

該当事項はありません。 

 

（3）最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他会社財産
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の状況に重要な影響を与える事象の内容 

該当事項はありません。 

 

5.株式交換完全親会社の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の

負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容（会社法施行規則第193条

第4号） 

当社は、2020年10月1日付で株式会社ヤマダデンキに「家電・情報家電等の販売及び

住まいに関する商品販売事業」を承継しました。 

 

6.効力発生日以後における株式交換完全親会社の債務の履行の見込みに関する事項（会社

法施行規則第193条第5号） 

会社法第799条第1項の規定により本件株式交換について異議を述べることができる債

権者はいないため、該当事項はありません。 

以上 
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【別紙1】 

株式交換契約書 

 

株式会社ヤマダホールディングス（以下「甲」という。）及び株式会社シー・アイ・シー（以下

「乙」という。）は、以下のとおり株式交換契約（以下「本契約」という。）を締結する。 

 

第1条（株式交換） 

本契約に定めるところに従い、甲及び乙は、甲を株式交換完全親会社、乙を株式交換完全子会社とす

る株式交換（以下「本件株式交換」という。）を行い、甲は、本件株式交換により乙の発行済み株式

（但し、甲が有する乙の株式を除く。以下同じ。）の全部を取得する。 

 

第2条（当事者の商号及び住所） 

甲及び乙の商号及び住所は、以下のとおりである。 

  甲（株式交換完全親会社）：商号 株式会社ヤマダホールディングス 

              ：住所 群馬県高崎市栄町1番1号 

  乙（株式交換完全子会社）：商号 株式会社シー・アイ・シー 

              ：住所 群馬県高崎市東貝沢町1丁目16番地1 

 

第3条（本件株式交換に際して交付する株式及びその割当てに関する事項） 

1.甲は、本件株式交換に際して、本件株式交換により甲が乙の発行済株式の全部を取得する時点の直前

時における乙の株主（但し、甲を除く。以下「本割当対象株主」という。）に対し、乙の普通株式に

代わり、その有する乙の普通株式の合計に、以下に定める株式交換比率（以下「本件株式交換比率」

という。）を乗じて得た数の甲の普通株式を交付する。 

 株式会社ヤマダホールディングス 

（株式交換完全親会社） 

株式会社シー・アイ・シー 

（株式交換完全子会社） 

株式交換比率 1 2,854.76459 

2.甲は、本件株式交換に際して、本割当対象株主に対し、その有する乙の普通株式1株につき、本件株

式交換比率と同じ割合をもって、甲の普通株式を割り当てる。 

3.甲が前各項に従って本割当対象株主に対し交付しなければならない甲の普通株式の数に1株に満たな

い端数があるときは、甲は、会社法第234条その他の関係法令の規定に従い処理する。 

 

第4条（甲の資本金及び準備金の額に関する事項） 

本件株式交換により増加する甲の資本金及び準備金の額については、会社計算規則第39条に定めると

ころに従って、甲が別途適当に定めるものとする。 

 

第5条（効力発生日） 

本件株式交換がその効力を生ずる日（以下「効力発生日」という。）は、2021年2月25日とする。但

し、本件株式交換の手続の進行上の必要性その他の事由により必要があるときは、甲乙協議し合意の
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上、これを変更することができる。 

 

第6条（株主総会の承認等） 

1.甲は、会社法第796条第2項の規定により、本契約について会社法第795条第1項に定める株主総会の決

議による承認を受けることなく本件株式交換を行う。但し、会社法第796条第3項の規定により、本契

約につき株主総会の承認が必要となった場合には、甲は、効力発生日の前日までに、本契約につき株

主総会の承認を求める。 

2.乙は、本件株式交換について、効力発生日の前日までに株主総会を開催し、本契約及び本件株式交換

に必要な事項に関する承認を求めるものとする。 

 

第7条（善管注意義務） 

甲及び乙は、本契約締結後、効力発生日に至るまで、善良なる管理者の注意をもって各業務を遂行

し、かつ、一切の財産の管理を行う。また、その財産に重要な影響を及ぼすような行為をなす場合は、

あらかじめ契約当事者間で協議し合意の上、これを実行するものとする。 

 

第8条（剰余金の配当） 

甲及び乙は、別途書面に合意する場合を除き、本契約締結日後、効力発生日より前の日を基準日とす

る剰余金の配当を行ってはならない。 

 

第9条（契約の変更又は解除等） 

本契約締結の日から効力発生日に至る間において、天災地変その他の事由により、甲乙のいずれかの

資産若しくは経営状態に重要な変動が生じたとき、それらに隠れた重大な瑕疵が発見されたとき、又は

甲乙のいずれかが必要と認めるときには、契約当事者は協議の上、本件株式交換の全部若しくは一部を

変更し、又は本契約の全部若しくは一部を解除することができる。 

 

第10条(本契約の効力)  

  本契約は、次の各号のいずれかの場合には、その効力を失う。 

1. 甲において会社法第796条第3項の規定に基づき株主総会の決議が必要になった場合で、効力発生日

の前日までに甲の株主総会において本契約の承認が得られなかった場合 

2. 第6条第2項に定める乙の株主総会において、本契約の承認が得られなかった場合  

3. 前条の規定に従い本契約が解除された場合  

4. 本株式交換について必要な監督官庁の承認が得られなかった場合  

 

第11条（協議事項） 

本契約に定める事項のほか、本件株式交換に関して必要な事項については、本契約の趣旨に従って甲

乙それぞれが誠実に協議して定める。 
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2021年1月18日 

本契約成立を証するため、本契約書を2通作成し、甲乙が1通ずつ所持する。 

 

（甲） 株式会社ヤマダホールディングス 

    代表取締役社長 三嶋恒夫 ㊞ 

 

（乙） 株式会社シー・アイ・シー 

    代表取締役社長 太田伸一 ㊞ 
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【別紙2】 

 

会社法第768条第1項第2号及び第3号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項 

 

当社は、本件株式交換における会社法第768条第1項第2号及び第3号に掲げる事項につい

て、以下のとおり、これを相当と判断しました。 

 

1.本件株式交換に際して交付する株式の算定方法及びその割当ての相当性に関する事項 

（1）本件株式交換に係る割当ての内容 

 株式会社ヤマダホールディングス

（株式交換完全親会社） 

株式会社シー・アイ・シー 

（株式交換完全子会社） 

株式交換比率 1 2,854.76459 

 

①株式交換により交付する株式数等 

シー・アイ・シー株式1株に対し、当社の普通株式2,854.76459株を割当て交付いた

します。 

 

②本株式交換により交付する株式数 

当社は、基準時におけるシー・アイ・シーの株主（但し、当社を除きます。）の有

する当社の普通株式数の合計数に、上記株式交換比率を乗じて得た数の当社の普通株

式を交付します。当社が本件株式交換に際し交付する株式は、当社が保有する自己株

式を充当する予定です。 

 

（2）本件株式交換に係る割当ての内容の算定根拠 

当社は、株式交換比率の算定にあたり、その公平性・妥当性を担保するため、当社及

びシー・アイ・シーから独立した第三者算定機関にその根拠となる対象会社の株式価値

評価を依頼しました。 

当該算定機関は、割引キャッシュ・フロー法等を採用して対象会社の普通株式の価値

を算定しております。 

また、上場会社である当社の株式価値については、東京証券取引所に上場されてお

り、株価形成に関して特段の異常性が認められないことから、当社及びシー・アイ・シ

ーにおける取締役会開催直前の営業日である2021年１月15日の終値を採用することとい

たしました。 

当社及びシー・アイ・シーは、係る株式価値算定結果を参考に、当社及びシー・ア

イ・シー間で真摯に交渉・協議を行い、上記の株式交換比率が妥当であるとの判断に至

りました。 
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2．株式交換完全親会社の資本金及び準備金の額の相当性に関する事項 

本件株式交換により増加する当社の資本金及び準備金の額は、それぞれ次のとおりとい

たします。かかる取り扱いは、法令及び当社の資本政策に鑑み、相当であると考えており

ます。 

(1)資本金の額：0円 

(2)資本準備金の額：会社計算規則第39条の規定に従い、当社が別途定める額 

(3)利益準備金の額：0円 

以上 
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【別紙3】 



 

10 

 



 

11 

 



 

12 

 



 

13 

 



 

14 

 



 

15 

 



 

16 

 

 


